
外国人の受入れの基本的な在り方の検討をめぐる経緯等

上記①②の結果を踏まえ、関係省庁で連携して政府全体での検討を推進

令和７年11月４日 総理大臣指示（抜粋）
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外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策 抜粋
（令和８年１月２３日外国人の受入れ・秩序ある共生社会実現に関する関係閣僚会議決定）
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令和８年７月２４日 官房長官指示（抜粋）

外国人との秩序ある共生社会推進担当大臣は、外国人の受入れの基本的な在り方について、有
識者会議での議論を進め、将来推計等を行いつつ、本年度中に、在留管理の適正化や、日本語や
制度・ルール等を学習するプログラム創設の効果等も踏まえた「基本方針」を取りまとめられるよ
う、政府全体での検討を行ってください。
その際、人口戦略本部において策定する一貫した総合的な戦略※も踏まえ、整合性を確保しつつ、
検討を進めてください。

※令和８年6月29日 内閣総理大臣指示（抜粋）

   社会保障改革及び経済財政政策を担当する城内大臣は、関係閣僚と連携し、有識者会議を含め人口戦略本部における推進体制を強化し、令和

８年末を目途に一貫した総合的な戦略（「人口総合戦略（仮称）」）を策定すべく検討を進めてください。その際、併せて将来必要となる労働力人口

の規模についても検討してください。

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和８年７月21日閣議決定）（抜粋）

外国人の受入れの基本的な在り方について有識者会議での議論を開始し、2026年度中に、
基本方針を取りまとめる。 
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本ワーキンググループの目的
令和8年7月24日外国人との秩序ある共生社会の実現のための有識者会議座長決定（抜粋） 

外国人との秩序ある共生社会の実現のための有識者会議（以下「有識者会議」という。）の下、外
国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策…に基づき、外国人の受入れの基本的な在
り方を検討するに当たっての留意事項や必要な視点等を調査し、有識者会議に調査結果を報告
することを目的として…開催する。

本ワーキンググループにおける主要議題

・ 将来の在留外国人数等を推計するにあたっての手法・考慮すべき事項
（人口戦略本部における「総合的な戦略」の策定に向けた検討等との整合性にも留意）

・ 外国人が社会経済の様々な面（例：経済・社会保障・教育等）に与える影響
・ 推計・影響分析を踏まえた外国人の受入れの基本的な在り方を検討するにあたっての留意事
項・視点 等
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